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• エビデンス（科学的根拠）を政策形成過程
における実践の場で活用する、政策形成
システムへの進化

• エビデンスを作成し、知識体系を形成する
「科学技術イノベーション政策の科学」の構
築

提言の目的

エビデンスの定義： 本提言では、エビデンスを、科学的根拠を持つ事
実・事象、すなわち、論理体系などに基づいて客観的に観察された事
実・事象であると定義する。その範囲は定量的なものだけではなく定性
的なものも含む。科学技術イノベーション政策の形成において必要なエ
ビデンスとは、例えば、経済・社会の構造とダイナミズム、社会における
顕在的・潜在的課題、科学技術への社会的期待、科学技術の現状と潜
在的可能性等に関するものとなる。
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設計理念

推進戦略推進指針

１：科学的合理性のある政策を形成する
２：政策形成過程を合理的なものとする
３：政策形成過程の透明性を高め、国民への説明責任を果たす
４：政策の科学の成果や知見の公共性を高め、国民の政策形成への参画の際に活用
５：政策形成における関与者が適切な役割と責任のもとに協働

１．「政策形成メカニズム」と「科学技術イノベーション政策の
科学」を車の両輪として共に進化させる。

２．政策形成過程において、エビデンスに基づく複数の政策メ
ニューが提示され、また政策形成への国民参加による
議論の場でエビデンスが活用可能となるようにする。

３．政策形成における活用を目指し、関係諸分野の連携によ
り構築する「科学技術イノベーション政策の科学」から得
られる成果や知見を、社会の共有資産として活用するた
め、集約・蓄積・構造化する。

４．政策形成において政府、科学コミュニティ、産業界及び市
民などが協働するにあたって、適切な役割と責任を果た
すよう行動規範を明確にする。

５．新たな政策形成と政策の科学の双方の担い手となる人材
を育成し、それら人材のコミュニティやネットワークが形
成され、組織・国境を超えて活躍が可能となる環境を整
備する。

１．包括的推進に向けた体制の整備

２．「科学技術イノベーション政策の
科学」発展のための研究の推進

３．政策の科学及び政策形成のため
の統計・データ基盤の構築

４．人材育成のための教育・基盤的
研究拠点の整備とネットワークの
形成

エビデンスに基づく政策形成のための「科学技術イノベーション政策の科学」の構築
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推進指針
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政策形成
メカニズムの進化

政策の科学
の発展

「政策形成メカニズム」と
「政策の科学」

の共進化

成果の反映

刺激

推進指針１： 「政策形成メカニズム」と「科学技術イノベーション政策の
科学」を車の両輪として共に進化させる．
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•エビデンスに基づく複数の政策メニューを意
思決定者に提示する

–意思決定の幅を広げる

–選択される政策の質を高める

–透明性・客観性を確保

•政策形成への国民参加の議論においてエビ
デンスを活用する

–体系化され、蓄積されたエビデンスが、議論における
共通言語としての役割を持つ

推進指針２：エビデンスに基づく複数の政策メニューを提示する．
政策形成への国民参加による議論の場でエビデンスを活用する．
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•政策形成における活用を目指し関係諸分野の連
携により「科学技術イノベーション政策の科学」構築
する

•「科学技術イノベーション政策の科学」から得られ
る成果や知見を社会の共有資産として活用するた
め、集約・蓄積・構造化する

推進指針３：関係諸分野の連携により「科学技術イノベーション政策の科学」を構築し、
得られる成果や知見を社会の共有資産として活用するため、集約・蓄積・構造化する
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法学

社会学

政治学
行政学

公共政策学

経済学

経営学

工学

心理学

・・・

物理学

・・・

・・・

生物学

・・・

言語学

教育学

文化人類学

倫理学

情報学

科学技術イノベーション
政策研究

科学技術イノベーション政策の科学

・・・

・・・

歴史学

・・・

・・・

フロンティアの
拡大が必要

（注） 外縁にある学問領域は例示

情報学の進展

研究対象としての
自然科学領域

自然科学的ツールの活用

社会科学的
ツールの活用

倫理学的概念

Copyright (C)2011 JST All Rights Reserved.

（参考）関係諸分野の連携により「科学技術イノベーション政策の科学」構築
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地方自
治体等

ファンディング・エージェンシー

内閣府

各省

実施機関（大学・研究機関）

中央省庁

社会へ広く発信・対話

政策形成への関与のあり方の多様化

アカデミー
学協会

政策対応型
調査研究

基盤的研究
人材育成拠点

方法論・手法の
研究開発 データ基盤

集約・蓄積・構造化

個々の知見や成果、データ

シンクタンク
（民間・公的部門等）

大学

企業、NPO、

市民等

複数の政策メニュー

成果と知見の体系
（社会の共有資産）

成果と知見の体系
（社会の共有資産）

知見・人材
の循環

知見・人材
の循環

政治・行政における
政策形成プロセスの進化

Copyright (C)2011 JST All Rights Reserved.

多様な主体による政策提言

議会

科学技術イノベーション政策の科学
の構築

（参考）「科学技術イノベーション政策の科学」から得られる成果や知見の集約・蓄積・構造化

10



推進指針4: 政策形成への関与者が適切な役割と責任を果たすよう行動規範を明確
にする．

•科学コミュニティ、政府、産業界及び市民などが、
信頼関係のもとで、政策形成における各自の役割を
適切に認識し、各自の責任を果たしながら協働する
ことが必要である。

•そのためには、関与者それぞれが担うべき適切な
役割と責任（行動規範）について明確にし、これに則
して関与者を律する機能を構築する必要がある。
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政
府
機
関

科
学
的
助
言
者

尊重
学問の自由

専門家としての立場

専門知識

民主主義的政策形成

（科学は考慮すべき根拠
の一部に過ぎない）

尊重

政治的介入・先入観をもった判断

政策決定が科学的助言と相反する
場合には、
・その理由を公式に説明
・その科学的根拠を正確に提示

独立性

透明性
公開性

（参考）英国ビジネス・イノベーション・技能省 「政府への科学的助言に関する原則」のポイント
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推進指針5: 新たな政策形成と政策の科学の双方の担い手となる人材を育成し、そ
れらの人材のコミュニティやネットワークを形成する．それら人材が、組織・国境を超
えて活躍が可能となる環境を整備する．

•新しい政策形成と政策の科学の推進の担い手となる人材の育成

－エビデンスに基づく政策形成を担う政策担当者、政策の科学の
フロンティアを開拓する研究者、政策と研究をつなぎ社会に成果を
実装する人材などを育成し、コミュニティを形成。

–育成された人材は、狭義の政策担当者や研究者のみならず、産
業界、研究資金配分機関、大学・研究機関のマネジメント部門、マ
スメディア、NPO等において活躍することも期待される。

–さらに政策および研究の成果を理解し、政策の選択に積極的に
参加する市民として、政策形成及び政策の科学の進化のための
文化の涵養に寄与することを目指す。

推進戦略
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推進戦略１．包括的推進に向けた体制の
整備

1-1.統括・推進機能

1-2.成果・知見の集約・蓄積・構造化機能

1-3. 政策形成における政府と科学コミュニ
ティの役割・責任を明確にし、行動規範に
則して関与者を調整する機能

推進戦略の概要
推進戦略２．「科学技術イノベーション政策
の科学」発展のための研究の推進

2‐1.政策課題対応型調査研究

2‐2.方法論・手法の研究開発

2‐3.基盤的研究と人材育成

推進戦略４．人材育成のための教育・基
盤的研究拠点の整備とネットワークの形
成

4‐1. 新たな政策形成と政策の科学の双
方の担い手となる人材の養成
4‐2. 国際的水準の教育・基盤的研究拠点
の整備
4‐3. 組織間の流動性の向上とキャリアパ
スの多様化
4‐4. コミュニティやネットワークの形成

推進戦略３．政策の科学及び政策形成の
ための統計・データ基盤の構築

3-1.統計・データ構築の方法論の開発

3-2.統計・データ作成・蓄積のための運営
体制の整備

3-3.統計・データ利用環境の整備
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1-1. 統括・推進体制の整備： 個別プログラム（研究の
推進、統計・データ基盤構築、教育・基盤的研究拠点整備）
の全体の方針を策定し統括・推進

1-2. 成果・知見を集約・蓄積・構造化する機能の構築：
全体から得られる成果・知見を集約し、蓄積・構造化して政策
形成につなげると同時に社会へ広く発信

1-3. 政策形成における政府と科学コミュニティの役割・
責任を明確にし、行動規範に則して関与者を調整する機能
の構築

推進戦略1： 包括的推進に向けた体制の整備
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政府
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教育・基盤的
研究拠点

公的調査
研究機関

公的調査
研究機関

政策課題
対応型調査

研究

人材の交流

成果

研究
チーム

研究
チーム

教育・基盤的
研究

統計・データ
の提供

方法論・手法
の研究開発 研究

チーム

研究
チーム

推進委員会
（中立的なボード）

社会

産
業
界

研究の推進

統計・データ基盤

キャリアパスの多様化

成
果
と
知
見
の

集
約
・
蓄
積
・
構
造
化

人材育成と
ネットワークの形成

人材流動性の向上

教育・基盤的
研究拠点

統
括
・推
進

行
動
規
範

（参考）科学技術イノベーション政策の科学を包括的に推進するための体制
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政策提言

統括・推進

＜中立的なボード＞
政策課題対応
型調査研究

方法論・手法
の研究開発

<大学等拠点>

教育・基盤的研
究

統計・データ
基盤

○全体方針の策定と統括
○政府・科学コミュニティ・社会の
役割・責任（行動規範）の明確化

＜政府＞
○政策課題の抽出
○政策メニューの精査
○政策形成部局へ成果利用の働
きかけ、他府省との調整
○人事制度等の体制整備

○複数の政策メニューの提言

成果・知見の
集約・蓄積・構造化

統括・推進機能、個別プログラム
実施機能と連携して実施
○政策課題と研究成果・知見の俯瞰
的・構造的レビュー
○特定政策課題に応じた構造的レ
ビュー（メタレビュー）
○「政策の科学」研究の海外・国内状
況の把握、比較分析
○コミュニティのネットワーク化のため
のツールの提供

社会へ広く発信
社会との対話

Copyright (C)2011 JST All Rights Reserved.

個別プログラムのマネジメント

（その他知見） 海外動向・領域別俯瞰図等

個別プログラムの実施

アカデミー
学協会

シンクタンク
（民間・公的部門等）

大学

企業、NPO、
市民等

（参考）成果・知見の蓄積・集約・構造化機能
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（参考）「科学技術イノベーション政策の科学」に係る行動規範の考え方

１．科学の健全性確保の必要性
・ 科学的知見は、政策形成の重要な基盤を提供する。
・ 適切な政策形成を目指すうえでは、科学的知見の質及び信頼性を確保すると

ともに、科学的知見を政策形成に用いる際の公正さを確保することが必要であ
る。

２．科学的助言の位置づけ
・ 科学的知見は、政策形成過程における不可欠な要素である。
・ 一方で、科学的知見は、政府の意思決定者が政策策定にあたって考慮すべき

根拠の一部に過ぎない。

３．科学的助言の入手
・ 政策担当者は、科学的知見を要する政策課題を適時的確に特定し、科学者の

関与を得て最適かつ最良の科学的知見の入手に向けて行動する必要がある。

４．助言者の政府からの独立性
・ 政府は、科学的助言者に政治的介入を加えないよう務める必要がある。
・ 科学的助言者は、外部からの影響に左右されず、客観的で公平な姿勢で科学

的助言を行うよう努める必要がある。

５．利益相反
・ 政府は、利益相反の取扱いを明確にする必要がある。
・ 科学的助言者は、全ての利益相反を申告する必要がある。

６．助言収集の網羅性・多様性・バランス
・ 政府は、科学的助言を入手する際、事案の性質に適合し、適切な識見及び実

績をもつ科学者の関与を確保する必要がある。また、事案を議論する際に必
要となる分野を網羅する必要がある。

・ 政府は、事案に照らして、意見の多様性を反映してバランスのとれた、十分に
幅広い科学的助言を入手する必要がある。

・ 科学者の意見の多様性は十分に考慮される必要がある。

７．不確実性
・ 科学的助言者は、科学的知見に係る不確実性、見解の多様性、価値判

断等について明確に政策担当者に説明する必要がある。
・ 政府は、科学的助言者に確固たる統一見解を出すよう圧力をかけないよ

う務める必要がある。

８．査読
・ 科学的知見を政策形成に用いる際には、適任の専門家による独立の査

読を経る必要がある。
・ 科学者は、自らの科学的知見に対する建設的批判を歓迎し、査読に対応

することが必要である。また、他者の成果に対して建設的・客観的な観点
から正当な査読を行うことが求められる。

９．助言の公開
・ 科学的助言者は、科学的知見を自由に公表できる必要がある。
・ 政府は、政策形成における科学的知見の活用に関連する主要な文書を

迅速に公開することが求められる。

１０．政府による助言の取扱い
・ 政策担当者は、入手した科学的知見を公正に取り扱い、科学的知見を歪

めて公表したり、誤った解釈を加えて政策形成に用いたりしないよう務め
る必要がある。また、科学的助言について先入観をもって判断しないよう
務めることが必要である。

・ 政策担当者は、政策策定にあたって科学的助言がどのように考慮された
かを説明する必要がある。特に、政策決定が科学的助言と相反する場合
には、その決定の理由について説明することが望ましい。

「科学技術イノベーション政策の科学」の推進にあたっては、その健全性を確保するため、政府と科学の行動規範を整備することが必要
である。その際には、政策形成における科学のあり方について近年各国で行われてきた議論を参考にすることができる。以下、各国で昨今
行われている議論を参考に、「科学技術イノベーション政策の科学」に係る行動規範に関して、今後検討していくことが必要と思われる項
目について例示する。

尚、各国での議論は、主として自然科学における科学的知見を助言する際のあり方を念頭になされてきたものの、その大部分は「科学技術イノベーション政策の科学」に係る行動規範の
検討にあたっても有用である。以下に記す各項目は、必ずしも「科学技術イノベーション政策の科学」の行動規範として直接採用すべきものではなく、具体的な記述ぶりについては今後さら
に検討する必要がある。

19

「科学技術イノベーション政策の科学」の研究を推進するために、①
具体的な政策課題を明確化し、それに対応する調査研究、②中長期的
に政策形成において活用することを見据えた新たなモデル・指標等の開
発、③政策の科学の科学的基盤を体系的に構築する研究など、目的に
応じた研究を推進させるための制度や環境を整備する必要がある。

2-1.政策課題対応型調査研究： 具体的な政策課題の発見とそれに対応す
るために必要な調査研究を実施し、政策形成のためのエビデンスを提供する。

2-2.方法論・手法の研究開発： 中長期的に政策形成において活用すること
を見据えて、新たなモデルや指標等の体系的な研究開発を行い、社会実験や
モデル・シミュレーションなどを試みて、政策メニューの提案と政策形成における
実装を視野に入れた、政策の科学の手法の研究開発を行う。対象となる政策
研究領域を特定し、公募型により研究を推進する。

2-3.基盤的研究と人材育成： 政策の科学としての基盤的な研究の振興に
より「科学技術イノベーション政策の科学」の確立と担い手となる人材育成を行
う。

推進戦略2： 「科学技術イノベーション政策の科学」

発展のための研究の推進

20
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第三層

第二層

第一層

政策形成及び
社会の実践での活用

（体系化・構造化された
エビデンスを活用）

メタ分析
（個別事例を評価・統合し

体系化・構造化）

個別事例
（具体的な個別事例を対象とした研究）

（参考）個別研究成果を政策形成にいかにつなげることができるか
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「科学技術イノベーション政策の科学」における研究
及び政策形成の基盤として、体系的な統計・データ基盤
を整備しデータを蓄積すること、さらにデータの利用環
境を整備し、情報の公開体制を整備することが必要で
ある。

3‐1.統計・データ構築の方法論の開発

3‐2.統計・データ作成・蓄積のための運営体制の
整備

3‐3.統計・データ利用環境の整備

推進戦略3： 政策の科学及び政策形成のための

統計・データ基盤の構築

22



エビデンスに基づく政策形成を担う政策担当者、政策の科学のフロン
ティアを開拓し発展させる研究者、政策と研究をつなぎ成果を社会に実装
する人材など、新しい政策形成と政策の科学推進の担い手となる人材を
戦略的に育成する拠点を整備し、コミュニティやネットワークを形成してい
く必要がある。同時に、それら人材が活躍できる多様なキャリアパスの確
立が不可欠である。

4‐1. 新たな政策形成と政策の科学の双方の担い手となる人材の養成

4‐2. 国際的水準の教育・基盤的研究拠点の整備

4‐3. 人材の流動性の向上とキャリアパスの多様化

4‐4. コミュニティやネットワークの形成

推進戦略4：人材育成のための教育・基盤的研究拠点

の整備とネットワークの形成

23
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政府・関係機関

自然科学的な知見（理学部・工学部等との連携）

ネットワーク形成

フェローシップ・インターンシップ
研究者派遣

講師・職員派遣

法学
社会学政治学

行政学
公共政策学

経済学
経営学

…

倫理学

歴史学

…

相互連携・協力
カリキュラム共同開発
教員の相互派遣
単位互換 等 教育・基盤研究拠点

（参考）教育・基盤研究拠点整備によるネットワーク形成のイメージ
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学

「科学技術イノベーション政
策の科学」の発展の担い手
となる研究者

産

官
エビデンスに基づく

政策形成を担う
政策担当者

政策形成へ
の参画

市民
NPO

メディア

エビデンスに基づく
戦略立案を担う
研究開発担当者

（参考）組織間の人材流動性向上とキャリアパス多様化のイメージ

対象とする研究領域

26



明らかに
すべき課題

政
策
側

研
究
側
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政策の体系化・
構造化

関連研究領域の

体系化・構造化

政
策
課
題
・
ニ
ー
ズ
の
抽
出

適
用
可
能
な
科
学
的
方
法
の
抽
出

政策形成の見直し 新たな研究への刺激

研究領域設定の考え方

27

科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
政
策
の
レ
ベ
ル

政策の構成要素

資金 人材 インフラ ネットワーク
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分野別・課題別政策
（分野別推進戦略や

各省の関連政策など）

研究開発プログラムのマネジメント政策
（個別プログラム・プロジェクトなど）

包括的・横断的政策
（科学技術基本計画など）

（例示）

対象とする政策のレベル

28
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i) 社会的問題の発見・設定

ii) 問題解決のため
の政策メニューの作成iii) 事前評価・説明

iv) 政策決定

v) 政策実施
vi) 事後評価・説明・見直し

P

D

C

A

領域III： 研究開発投資と活動の経済・社会的影響の測定と可視化

研究開発投資や活動が経済・社会へ及ぼす影響の把握について対象とする。研究開発投資総額や資源配分（基礎・
応用、重点分野等）の変化による影響、政策の費用対効果に関する分析などを含む。経済学的なアプローチに留まらず、
社会的影響等の様々な側面を把握するアプローチも含む。

領域II： 政策形成における社会との対話の設計と場の構築
政策形成において社会との関係を深化させるメカニズムの構築に関連する研究領域を対象とする。社会との対話を通じた課題抽
出、合意形成のあり方と手法開発、政策提案と期待される政策効果の社会への説明と対話手法の開発等を含む。

領域IV： 科学技術イノベーションの推進システムの構築

科学技術イノベーションを推進するシステム（制度・体制等）のあり方と推進システムの運用がもたらす科学技術イノ
ベーション過程への影響の把握を対象とする。推進システムとして、人材の需給構造等の人的資源マネジメント、施設・
設備、研究資源、知財等の研究インフラのマネジメント、研究組織・ネットワーク、研究開発プロジェクトのマネジメント等を
含む。

領域I： 戦略的な政策形成フレームワークの設計と具現化

科学技術イノベーション政策全体の戦略性を高めるための政策形成過程の高度化に資する研究領域を対象とする。具体的には、
政策の概念化・構造化、社会的課題の抽出・設定、課題対応への戦略立案、戦略評価等を含む。

（
政
策
の
構
成
要
素
）

科学技術イノベーション政策
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研究領域
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政策項目（例）

目指すべき国の姿（政策の大
目標）の提示

科学技術イノベーション政策
で取り組むべき重要課題の設
定

実効性のある政策推進体制
の構築

•予測活動手法（フォーサイト等）
•社会的期待・課題の抽出手法
•問題構造化手法

•移行マネジメント手法の開
発
•ステークホルダー分析
•システムデザイン研究
•知識生産・利用・交流のモデ
ル

•研究システムおよびイノ
ベーション・システムの測
定手法

国際ベンチマーク調査
•政治的・経済的・社会的動向
•政策動向
•科学技術水準・研究開発能力動向

•我が国に適した戦略立案手法の
検討
•取り組むべき課題（社会的・経済
的・科学的）の抽出
•ニーズ、推進すべき研究開発等施
策の抽出
•施策の体系化、マッピング
•デルファイ・技術予測等

•戦略策定のための仕組み（PDCAサ

イクルやステークホルダー連携等）
設計の検討
•産学官のステークホルダーの議論・
推進のための場の構築
•具体的戦略策定
•達成目標の明確化
•評価手法の試行
•データベースの一元化・活用

研究課題（例）

手法等の研究開発 基盤的研究

＜横断的戦略形成のための基盤構築＞

短中期に政策形成で活用

•政策形成過程のレ
ビュー
•組織学習

＜網羅性から戦略性、システムを重視した課題設定のための方法論＞
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＜政策形成過程への実装を行うための包括的な研究（メタ研究）＞

・今後10年を見通した科学技術イノベー
ション政策の大目標を設定する

・大目標の実現に向け、取り組むべき課
題や必要な施策を抽出、把握、分析す
る

・重要課題の達成に向け、研究開発等
の施策を効率的、効果的に推進する

領域I： 戦略的な政策形成フレームワークの設計と具現化
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政策項目（例）

政策の企画立案及び推
進への国民参画の促進

倫理的・法的・社会的課
題への対応

科学技術コミュニケーショ
ン活動の促進

•新たな合意形成手法の制度化・
導入の検討
•過去の国民参画の取組に関す
る実態把握、評価・検証
•パブリックコメントや意見募集等
の取組に関する実態把握、評価・
検証、分析手法の検討

•ＥＬＳＩへの取組状況の実態把握、
評価・検証
•ＴＡ等の先進事例の調査・分析
•TA（テクノロジー・アセスメント）の

制度化の検討
•政策が社会に影響を与えるおそ
れのある事例等について、
幅広い関係者間で意見交換する
ための場の設定

•取組事例の把握・分析
•国の支援策についての評価・検
証
•あり方の調査・分析
•先進事例の調査・分析

研究課題（例）

手法等の研究開発 基盤的研究

•新たな科学技術コミュニケー
ション手法の開発・試行
•ステークホルダー分析
•コミュニケーションデザイン

・科学技術コミュニケーショ
ンに関する新たな理論研
究

•新たなTA手法の開発・試行

•ステークホルダー分析
•コミュニケーションデザイン

•新たな合意形成手法の開発・
試行
•ステークホルダー分析
•コミュニケーションデザイン

短中期に政策形成で活用

＜多様なセクターによる協働の場の構築＞
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・行政と研究コミュニティの
行動規範
・政策の正当性と市民との
対話の関係
・社会学的質的研究手法の
活用

・市民の熟議・対話の代表
性の検証
・対話のアウトプットをエビ
デンスに変換する方法論
・科学技術に関する新たな
リスク評価手法に関する研
究

・政策の企画立案、推進に際し、
国民の幅広い参画を得るため
の取組を推進する

・科学技術を担う者が課題を的確
にとらえて行動していくための指
針を策定する

・テクノロジーアセスメント等に基
づく幅広い合意形成を図る取り
組みをすすめる

・科学技術イノベーション政策を国
民の理解と支持、信頼の下に進
めていくため、双方向のコミュニ
ケーション活動を促進する

領域II： 政策形成における社会との対話の設計と場の構築
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政策項目（例）

研究開発投資目標の
明確化

重要課題への対応
と基礎研究の抜本
的強化

PDCAサイクルの実

効性の確保

•経済的波及効果・影響の測定
•社会的影響評価の測定
•諸外国における投資目標設定の背
景や根拠、投資効果測定に関する取
組事例の調査

•個々の重要課題の経済的・社会的
影響の把握
•重要課題の資源配分（複数の重要
課題間）に関する
ポートフォリオ分析
•基礎研究への投資拡充による経済
的・社会的影響
•重要課題対応と基礎研究の間の資
源配分に関する
ポートフォリオ分析
•研究開発目標等に関する基準の設
定
•評価結果を政策の企画立案や資源
配分等に反映するための方策の検討
•重点化や効率化による研究開発へ
の影響に関する調査分析、評価

研究課題（例）

手法等の研究開発 基盤的研究

•政府研究開発投資の経済・
社会への影響に関する統合
的な分析・予測
•技術知識ストック概念の改
良

•科学技術イノベーションプロ
セスの理解のための理論・実
証基盤の構築

•モデル構築のための新たな
理論の構築

短中期の政策形成で活用

•新たな指標体系・測定手法の
研究とデータの取得
•社会的影響の指標作成、可
視化

・政策課題に対応したオプ
ションを提示できるモデルの
提示

・科学技術先進国、地球規
模課題の解決に貢献する
国として、研究開発投資を
拡充する。

・投資に対する国民の理解
と信頼、支持を得る

・政策、施策等の達成目標、
実施体制を明確に設定す
る。

・進捗状況のフォローアップ
と見直しを行い、新たな
企画立案に反映する。
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領域III： 研究開発投資の経済・社会的影響の測定と可視化
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政策項目（例）

科学技術人材の育成

科学技術イノベーション
の推進に向けたシステ
ム改革

国際水準の研究環境及
び基盤の形成

•人材のミスマッチ分析
•大学院修了者の進路に関する
実態把握
•研究者ポスト（研究人材の需給
ギャップ等）の把握
•女性研究者の活動状況の把握
•理数教育の現状の調査分析

•産学官連携の取組状況の調査分
析
•産学官連携の経済的波及効果の
把握
•諸外国の先進的な研究開発拠点
•科学技術イノベーションに関わる
規制・制度の調査・分析
•地域における科学技術活動
•国際標準化を巡る国内外の動向
把握

•大学及び公的研究機関の施設設
備の整備状況の調査
•大学等における研究開発マネジ
メント体制の調査分析
•大型の研究施設・設備の整備に
関する調査
•知的基盤に係るニーズ把握、整
備状況の把握

•公的セクターにおける研究開発
管理・評価手法の標準化
•定量的把握+成功・失敗事例分

析両者の総合的ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ
•研究者の評価システム設計
•政策評価・プログラム評価の評
価

研究課題（例）

手法等の研究開発 基盤的研究

•教育、研究開発、雇用等を統合
的にとらえる手法
（知識移転の媒体としての人材）

•産官学、国際間の知識移動や
研究者ネットワーク構造の測定、
可視化手法

•知識移動プロセスの解
明とそれに基づく人材の
需給構造、研究者のネッ
トワークの構築に関する
研究

短中期の政策形成で活用
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・新たな研究マネジメント
手法に関する理論研究

・多様な場で活躍できる人材を
育成する

・独創的で優れた研究者を養成
する

・時代を担う人材を育成する

・産学官の知のネットワークを強
化する。

・イノベーション促進に向け、規
制・制度を活用する。

・地域イノベーションシステムを
構築する。

・知的財産戦略および国際標準
化戦略を推進する

・十分な機能を持つ質の高い施
設及び設備を整備する
・研究情報基盤を整備する

領域IV： 科学技術イノベーションの推進システムの構築
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エビデンスに基づく科学技術イノベーション政策形成への必要性の高まり

（注）科学技術イノベーション政策：科学技術と科学技術に関連するイノベーションに関する政策

科学技術が対応すべき社会における課題をとらえ、科学的合理性のある政策を
形成することが必要

社会・経済の急激な構造変化の中で、社会・経済の動向を、多面的かつ体系的に把握、分析し、科
学技術が対応すべき課題を発見し、また科学技術の現状と潜在的可能性を踏まえ、体系的なエビデン
ス（科学的根拠）としてとらえることが必要。

エビデンスに基づき、問題の解決策を講じるため、科学的合理性のある政策の形成が必要。

政策形成過程の合理性と透明性、国民への説明責任が必要
研究開発投資をはじめ、科学技術イノベーション政策の経済・社会的影響を分析・評価し、それらエ

ビデンスに基づき、政策内容を社会に提示することを通じた、説明責任への期待の高まり
エビデンスに基づく政策メニューの中から選択する、政策形成過程の合理性を前提とした透明性に

対するニーズ

エビデンスに基づく科学技術イノベーション政策の形成を目指す。

このため、「科学技術イノベーション政策の科学」を構築、発展させることが
必要。関連する諸科学の知見を広く結集して新たな研究領域を形成し、社会
に開かれた政策形成の実践の場で活用される成果を生み出すことを期待。

第4期基本計画
（FY2011～2015）

【総合科学技術会議答申より】
●理念

・科学技術政策は我が国の目指すべ
き姿の実現につながるもの

●基本方針
・科学技術イノベーション政策の一体
的展開

・人材とそれを支える組織の役割の一層
の重視

・社会とともに創り進める政策の実現
●成長の柱：２大イノベーション

・グリーン・イノベーション
・ライフ・イノベーション

●国が直面する重要課題への対応
・豊かで質の高い国民生活の実現
・我が国の産業競争力の強化
・地球規模の問題解決への貢献
・国家存立の基盤の保持
・科学技術の共通基盤の充実、強化

●基礎研究及び人材育成の強化
●社会・国民のための新たな政策展開
●官民投資合わせ対GDP比4%以上

政府投資対GDP比1%,総額25兆円

第3期基本計画
（FY2006～2010）

●基本姿勢
・ 社会・国民に支持され、成果

を還元する科学技術
・ モノから人へ、機関における個

人の重視
●３つの基本理念、６大目標
●戦略的重点化
・ 基礎研究（自由発想、目的基礎）
・ 重点・推進4+4分野
・ 戦略重点科学技術
・ 新興領域・融合領域

●科学技術システム改革
・ 人材
・ 科学発展とイノベーション
・ 基盤強化

●社会・国民に支持される
科学技術

●総額25兆円規模

第1期基本計画
（FY1996～2000）

●新たな研究開発システム
の構築
・ 競争的資金の拡充
・ ポスドク１万人計画
・ 産学官の人的交流
・ 評価の実施

●科学技術関係経費
17兆円

第2期基本計画
（FY2001～2005）

●３つの基本理念
（新しい知の創造、知による活

力創出、知による豊かな社会
の創生）

●戦略的重点化
・ 基礎研究の推進
・ 重点４分野の設定

・急速に発展し得る領域への
対応

●科学技術システム改革
・ 競争的資金倍増
・ 産学官連携の強化

●総額24兆円規模

科
学
技
術
基
本
法

「新たな研究開
発システム」の
構築、研究開発

投資増額

重点分野の設定、
競争的資金倍増

成果の還元、モノから人
へ、戦略的な重点化

科学技術イノベーション政策の一体的
展開、成長の柱としてのイノベーション、
国が直面する重要課題への対応

（注）第４期基本計画は、2011年3月の東日本大震災による災害
の影響を踏まえて、再検討される予定。

Copyright (C)2011 JST All Rights Reserved.

科学技術基本計画の変遷
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第４期基本計画の検討内容

I 基本認識
4. 第４期科学技術基本計画の理念

（１）目指すべき国の姿
科学技術政策は、科学技術の振興のみを目的とするのではなく、社会及び
公共のための主要な政策の一つとして、経済、教育、外交、安全保障等の重
要政策と有機的に連携

（２）今後の科学技術政策の基本方針
③「社会とともに創り進める政策」の実現

国として、国民の期待や社会的要請を的確に把握して、政策の企画立案及
び推進に適切に活かすとともに、政策の成果や効果を広く国民に明らかにし、
社会に還元していくことが一層重要

V 社会とともに創り進める政策の展開
3. 実効性のある科学技術イノベーション政策の推進

• 国は、客観的根拠（エビデンス）に基づく政策の企画立案や、その評価及び
検証の結果を政策に反映するため、「科学技術イノベーション政策のための
科学」を推進する。その際、自然科学の研究者はもとより、広く人文社会科学
の研究者の参画を得るとともに、これらの取組を通じて、政策形成に携わる人
材の養成を進める。

（平成22年12月24日 （第95回本会議））

『諮問第11号「科学技術に関する基本政策について」に対する答申』（抜粋）
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米国・「科学政策の科学」に関する最近の動向
【全体概要】
2005 マーバーガー前科学担当大統領顧問発言： 「科学政策の科学」の必要性を提唱（データ＆モデルの開発とコミュニティの構築）

2005 全米科学財団(NSF)がSciSIP（Science of Science and Innovation Policy）プログラム開始

2006 「科学政策の科学」省庁連携タスクグループ（SoSP‐ITG）発足

2009 STAR METRICS (Science and Technology in America’s Reinvestment Measuring the EffecTof Research on Innovation, Competitiveness 
and Science) プロジェクト（パイロット事業開始）

NSF・SciSIPプログラム
「科学イノベーション政策の科学」プログラム

概要
• 2007 研究プログラム公募開始（2002 統計等整備開始, 2005

プログラム開始の準備）
• 予算要求規模（2011年度）： 1,425万ドル

目的
• 科学イノベーション政策の意思決定のサポートとなるデータ・

モデル・分析ツールの開発 （現象の理解・測定）
• 産学官を超えた実践家コミュニティの育成

テーマ（例）
• 基盤構築（データベース開発、公式統計改訂等）
• 知識の創造、イノベーションの起こるプロセスの解明
• イノベーションの隘路の明確化
• 政策評価、研究開発評価、およびその手法の開発
• エビデンスの可視化等

研究代表者所属先（例）
• 全米経済研究所 (NBER)
• ジョージア工科大学
• カーネギーメロン大学

SoSP‐ITG
「科学政策の科学」省庁連携タスクグループ

• 国家科学技術会議（NSTC）社会・行動・経済科学委員会に
設置（17省庁参加）、現在は常任委員会

• 2006 活動開始 / 2008 連邦研究ロードマップ発表

STAR METRICS プロジェクト
概要
• 2009 パイロット事業開始（OSTP、FDP(※1）、NSF、NIH、全米6大学

が参加。参加省庁、大学は今後拡大予定（2011年２月において60

以上の機関が契約）。
• 予算規模： 100万ドル（パイロット事業分のみ、今後拡充予定）

目標
• 連邦政府の科学への投資による経済、社会への影響を説明する

ためのデータベースの開発
• 短期的には景気対策法による雇用への効果測定（Phase I）、中長

期的には、より広範な効果測定（経済成長、雇用、科学的知識創
出、社会的効果）を目指す（Phase II）

特徴
• 連邦政府と大学の共同開発、予算・人材等の行政データの活用
• 個人（研究者、学生等）ごとの成果を追跡

※ FDP (Federal Demonstration Partnership): 大学で研究開発に関わる職員（研究者、管理者等）と省庁が連携して研究開発の推進の効率化の調整を図る仕組み）

2006 商務省・経済分析局R&Dサテライト勘定作成準備（NSF・SciSIPプログラム助成 2013 : GDP統計においてR&D資本化を導入予定）

2008 商務省「21世紀におけるイノベーション測定」諮問委員会報告書： 産業界、アカデミアからの提言

連
携
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政府における科学的助言に総合的エビデンス付加する取組
• Science and Engineering in Government (2009)において、政策形成におけ

る科学的助言に際して、科学技術関係の情報に加え、経済、社会、統計
等の分析の知見も加えた総合的なエビデンスとする必要性を強調

• Foresight Project とHorizon Scanning の専門部署による取組

多様な主体からの政策提言とネットワーク
• 科学技術・芸術国家基金（NESTA: National Endowment for Science, 

Technology and the Arts）

• 王立協会・政策研究センター
• 議会科学技術局

イノベーション測定指標の検討
• イノベーション国家白書（2008）に基づき、NISTAが2009年11月にパイロッ

ト的な指標を公表。引き続き検討。

その他先進主要国における最近の動向

欧州委員会
• Scientific evidence for policy‐making (2008) で、政策形成

においてエビデンスを用いる重要性や、そのための、科学
と政策の間のギャップをつなぐための取組の必要性を指
摘

FP７における関連研究の助成プログラム（例）
• “Cooperation”: 「政策要綱及び評価・データベース、研究」

領域を設定
• “Capacities”:  「研究政策の一貫性ある形成のための支

援」
「社会における科学」

研究計画の事前影響評価
• FP7設計や、イノベーション・ユニオン・イニシアティブ(2010

年発表）策定に際し、NEMESISモデル（マクロ計量経済モ
デル）等の開発を行い事前影響評価に活用

イノベーション調査・スコアボードと統計基盤
• イノベーション調査（1992年～）
• 欧州イノベーション・スコアボード(2001年～）、イノベーショ

ン・ユニオン・スコアボード（2010年版～）

イノベーション政策分析と政策協力
• PRO INNO Europe： イノベーション政策分析と欧州内の政

策協力のシンボル的活動

研究・教育拠点間のネットワーク形成
• PRIME ： FP6で、科学技術イノベーション政策研究を実施

する研究グループのネットワーク形成。その後指標に特化
したネットワークとして、ENIDを形成。

• DIME：FP6で、グローバル経済社会での企業活動に関する
研究を実施する機関のネットワークを形成。

科学技術イノベーションの政策・統計・指標に関する国際的議
論の主導と調整

• NESTI、TIP等の作業部会を中心に指標・統計の検討

• 指標・統計作成のためのマニュアル策定： オスロマニュアル、フラ
スカティマニュアル等

• 「科学・技術・産業スコアボード」等統計作成

イノベーション戦略とイノベーション測定の枠組整備
• 2006年 Blue Sky Forum II 「21世紀の科学技術イノベーション政策

のための指標とは？」
• 2006年～ イノベーション・ミクロデータ・プロジェクト
• 2010年5月 イノベーション戦略

– 「政策決定の指針とするために、広範かつネットワーク化さ
れたイノベーションの概念と、その影響を測定する枠組み
の整備」が重点事項の一つ。

英 国

経済協力開発機構(OECD)

欧州連合(EU)

○ ワークショップ・研究報告会

研究開発戦略センター（JST‐CRDS）におけるこれまでの検討について

○ 調査報告書・ワークショップ報告書

1 山形セミナーイノベーション（クローズド・セッション「イノベーション測定」） 2008年11月26日

2 ESRI主催国際フォーラム CRDSクローズド・セッション「エビデンスベースの科学技術・イノベーション政策の立案と評価～その測定

と評価システムの開発を目指して～」

2009年3月11日

3 JST-CRDS国際WS「Evidence-based Policy Making for Science, Technology and Innovation: Developing a Measurement and 

Evaluation System of Innovation」

2009年3月30、31日

4 JST-CRDS国際WS「Evidence-based policy making for Science, Technology and Innovation Policy: How do we produce, translate 

and use “evidence” for better policy making?

2010年3月9、10日

5 『エビデンスに基づく科学技術イノベーション政策の推進』俯瞰ワークショップ 2010年6月7日

6 科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」検討ワークショップ（共催） 2011年2月14日

1 ワークショップ報告書、山形イノベーションセミナー クローズド・ワークショップ「イノベーション測定」 2009年3月

2 調査報告書、「科学技術・イノベーション政策の科学」～エビデンスベースの科学技術・イノベーション政策を目指して～ 2009年10月

3 調査報告書、科学技術・イノベーション政策の科学 ～米国における取組の概要～ 2010年3月

4 ワークショップ報告書、「エビデンスベースの科学技術・イノベーション政策の立案」：エビデンスをどう「つくり」「つたえ」「つかう」

か？

2010年5月

5 調査報告書、政策形成における科学と政府の行動規範について－内外の現状に関する中間報告－ 2010年7月

6 調査報告書、エビデンスに基づく政策形成のための「科学技術イノベーション政策の科学」構築－政策提言に向けて－ 2010年9月

7 戦略提言、エビデンスに基づく政策形成のための「科学技術イノベーション政策の科学」構築 2011年3月

8 調査報告書、政策形成における科学の健全性の確保と行動規範について 2011年5月

○ 政策システムセミナー～人文社会科学との融合シリーズ～
科学技術・イノベーション政策および研究開発戦略の立案に資する人文社会科学的知見を共有することを目的として、人文社会科学研究者等を講師としてセミナー

を開催している（H21年度は５回開催）。

2008年より、JST研究開発戦略センター（CRDS）において本提言に向けて検討を進めてきた。
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法学・・・

社会学

政治学

公共政策学

経済学

経営学

工学

情報学

・・・

・・・

・・・

・・・

生物

・・・

・・・
・・・

歴史学

・・・

科学技術
社会論

University of California, Berkeley
Cornell University

North Carolina State University 
Rensselaer Polytechnic Institute

Virginia Tech

George Mason University
Georgia Institute of Technology
Rochester Institute of Technology
Carnegie Mellon University

Arizona State University
University of Minnesota

Stanford Law School

Carnegie Mellon University
University of Maryland
Massachusetts Institute of Technology

Arizona State University
Georgetown University
University of Wisconsin, Madison

環境学

California State University, Monterey Bay
University of Colorado
Columbia University

University of Delaware
Michigan State University
Washington State University

Georgia Institute of Technology

Harvard Business School
Arizona State University

University of Colorado
The George Washington University

Harvard Kennedy School
University of Massachusetts, Amherst

University of Michigan

University of Minnesota
Princeton University

・・・

SPRU‐University of Sussex (英国)

Manchester Institute of Innovation Research,
The University of Manchester (英国）

UNU‐MERIT（蘭）

注）AAASによる分類(プログラムの種別)を参照して作成

科学技術イノベーション政策研究の拠点

The University of Edinburgh

University of Twente（蘭）

Leiden University（蘭）

Copyright (C)2011 JST All Rights Reserved.

海外の主な関連教育研究機関
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• 科学技術イノベーション： 本提言では、科学技術と科学技術に関連するイノベーションをまとめて
指すときに、「科学技術イノベーション」と記載する。『科学的な発見や発明等による新たな知識を
基にした知的・文化的価値の創造と、それらの知識を発展させて経済的、社会的・公共的価値の
創造に結びつける革新』と定義している。

• エビデンスに基づく政策形成： エビデンスに基づく政策形成は、Evidence-based policy makingや
Evidence-informed policy making などの訳語として用いている。エビデンスに基づく政策形成を目
指した取組は、国際的には、医療政策が先駆けとなり、その後、教育政策、開発援助政策など、
社会政策全般に拡大されるようになった。また、医療政策分野のコクラン共同計画や、社会・教育
政策分野のキャンベル共同計画など、系統レビュー（課題の設定、研究の収集、メタ・アナリシス、
報告からなる一連のプロセス）により、関連するエビデンスを収集し体系化する取組も行われてい
る。政策が対象とするものの性質によって、社会実験やその他の方法論の適用可能性が異なる
ため、政策分野によって、エビデンスが得られる方法及び何をエビデンスとして定義するのか（例
えば定性的なものを含むかどうか等）、異なる。また、対象の不確実性の範囲にも違いがあるた
め、政策形成等の実践における適用の可能性も異なる。

• 政策メニュー： 課題に対応していくためには、通常、その方策として複数の選択肢があり得る。
本提言では、選択肢の政策内容に加え、それら複数の選択肢がいかなる社会・経済的効果を持
ちうるかを併せて示したものを政策メニューと呼ぶ。

本提言における主要な概念
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